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平成 25 年度末時点における国の歳入金債権全体の現在額は、一般会計

と特別会計を合わせて約 8.2 兆円ある。このうち履行期限が到来した債

権は約 2.7 兆円に上っているが、我が国の厳しい財政状況を踏まえると、

国の債権を適切に管理・回収することは、国の財政上の利益を確保する

ための各府省共通の課題であるだけではなく、債務者間の不公平やモラ

ルの低下を招かないようにするためにも重要である。  

総務省では、国の一般会計や特別会計全般にわたって存在する歳入金

債権の管理状況等について、「国等の債権管理等に関する行政評価・監視」

を実施し、平成 19 年 6 月に、ⅰ）実務マニュアルの整備、研修の計画的

実施等の適切かつ効果的な債権管理事務の推進、ⅱ）滞納の拡大防止対

策等の的確な実施など組織的な取組を促す事項について、全府省に対し

て勧告を行い、各府省は、実務マニュアルを整備するなど、この勧告に

対応した一連の改善措置を講じてきている。 

しかし、近年における個人情報の保護意識の高まりによって、債務者

の資力情報の把握がこれまで以上に難しくなり、国の債権管理等をめぐ

る環境が一段と厳しくなってきているほか、現在、民法（明治 29 年法律

第 89 号）の抜本的な見直しの議論が進められており、今後、消滅時効や

法定利率等の債権関係の規定が社会経済情勢の変化に対応したものに改

められることが予定されているなど、国は、より適切で効果的な債権管

理の実施が求められている。  

この行政評価・監視は、以上のような状況を踏まえ、国の債権管理等

の事務の適切かつ効率的な実施を図る観点から、国の債権の管理業務の

実施状況及び滞納の拡大防止対策等の実施状況を横断的に調査し、関係

行政の改善に資するために実施したものである。  
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